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１ 

 

３年市長提出第１号議案  

   市有財産（土地）の売払いについて  

 本市は、次の内容により市有財産（土地）を売り払うものとする。  

  令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 土地の所在  瀬戸市広之田町５１番４、瀬戸市広之田町６５番２、 

         瀬戸市広之田町６６番１、瀬戸市上品野町１３３７番

３、瀬戸市上品野町１３３９番３、瀬戸市上品野町１

３４０番１、瀬戸市上品野町１３４５番２、瀬戸市上

品野町１３４７番１  

２ 地   目  山林、田  

３ 登 記 面 積  ５，９４１．０５平方メートル  

４ 売 払 方 法  随意契約（先着順売払い） 

５ 売 払 価 額  ２４，６６０，０００円  

６ 売 払 先  瀬戸市窯町４８４番地の３ 

         藤喜運輸株式会社  

         代表取締役  髙木喜由 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、市有財産（土地）を売り払うに当たり、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬

戸市条例第１号）第３条の規定により、議会の議決を求めるため必要があ

るからである。  

 



 



２ 

 

３年市長提出第２号議案  

瀬戸市職員定数条例の一部改正について  

瀬戸市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市職員定数条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市職員定数条例（昭和３６年瀬戸市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（定数） （定数） 

第２条 ＜省略＞ 第２条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 第１項に掲げる職員のうち、次の各号に掲げ

る職員はこれを定数外とする。 

３ 第１項に掲げる職員のうち、次の各号に掲げ

る職員はこれを定数外とする。 

⑴ 地方自治法第２５２条の１７第１項の規定

（同法第２９２条の規定により準用する場合

を含む。）により派遣された職員 

⑴ 地方自治法第２５２条の１７第１項の規定

により、尾張東部衛生組合及び瀬戸旭看護専

門学校組合からの求めに応じ派遣された職員 

⑵ ＜省略＞ ⑵ ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に基づ

き派遣する職員を定数外の職員として規定するに当たり、瀬戸市職員定数



３ 

 

条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。  

 



４ 

 

３年市長提出第３号議案  

   瀬戸市火災予防条例の一部改正について  

 瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

  令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例  

瀬戸市火災予防条例（昭和３７年瀬戸市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （燃料電池発電設備）  （燃料電池発電設備） 

第８条の３ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固

体高分子型燃料電池、リン酸型燃料電池、溶融

炭酸塩型燃料電池又は固体酸化物型燃料電池に

よる発電設備であって火を使用するものに限る 

。第３項及び第５項、第１７条の２並びに第４

４条第１１号において同じ。）の位置、構造及

び管理の基準については、第３条第１項第１号

（アを除く。）、第２号、第４号、第５号、第

７号、第９号、第１７号（ウ、ス及びセを除く 

。）、第１８号及び第１８号の３並びに第２項

第１号、第１１条第１項（第７号を除く。）並

びに第１２条第１項（第２号を除く。）の規定

を準用する。 

第８条の３ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固

体高分子型燃料電池、リン酸型燃料電池、溶融

炭酸塩型燃料電池又は固体酸化物型燃料電池に

よる発電設備であって火を使用するものに限る 

。第３項及び第５項、第１７条の２並びに第４

４条第１０号において同じ。）の位置、構造及

び管理の基準については、第３条第１項第１号

（アを除く。）、第２号、第４号、第５号、第

７号、第９号、第１７号（ウ、ス及びセを除く 

。）、第１８号及び第１８号の３並びに第２項

第１号、第１１条第１項（第７号を除く。）並

びに第１２条第１項（第２号を除く。）の規定

を準用する。 

２から５まで ＜省略＞ ２から５まで ＜省略＞ 

 （急速充電設備）  （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で

変圧して、電気自動車等（電気を動力源とする

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で

変圧して、電気を動力源とする自動車等（道路



５ 

 

自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０

５号）第２条第１項第９号に規定する自動車又

は同項第１０号に規定する原動機付自転車をい

う。第１２号において同じ。）をいう。以下こ

の条において同じ。）に充電する設備（全出力

２０キロワット以下のもの及び全出力２００キ

ロワットを超えるものを除く。）をいう。以下

同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる

基準によらなければならない。 

交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第

１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号

に規定する原動機付自転車をいう。以下この条

において同じ。）に充電する設備（全出力２０

キロワット以下のもの及び全出力５０キロワッ

トを超えるものを除く。）をいう。以下同じ。 

）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準に

よらなければならない。 

 ⑴ 急速充電設備（全出力５０キロワット以下

のもの及び消防長が認める延焼を防止するた

めの措置が講じられているものを除く。）を

屋外に設ける場合にあっては、建築物から３

メートル以上の距離を保つこと。ただし、不

燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部の

ないものに面するときは、この限りでない。 

 

 ⑵ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞ 

 ⑶ ＜省略＞  ⑵ ＜省略＞ 

 ⑷ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

 ⑸ 充電を開始する前に、急速充電設備と電気

自動車等との間で自動的に絶縁状況の確認を

行い、絶縁されていない場合には、充電を開

始しない措置を講ずること。 

 ⑷ 充電を開始する前に、急速充電設備と電気

を動力源とする自動車等との間で自動的に絶

縁状況の確認を行い、絶縁されていない場合

には、充電を開始しない措置を講ずること。 

 ⑹ 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続

されていない場合には、充電を開始しない措

置を講ずること。 

 ⑸ 急速充電設備と電気を動力源とする自動車

等が確実に接続されていない場合には、充電

を開始しない措置を講ずること。 

 ⑺ 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電

圧が印加されている場合には、当該接続部が

外れないようにする措置を講ずること。 

 ⑹ 急速充電設備と電気を動力源とする自動車

等の接続部に電圧が印加されている場合には 

、当該接続部が外れないようにする措置を講

ずること。 

 ⑻ ＜省略＞  ⑺ ＜省略＞ 

 ⑼ ＜省略＞  ⑻ ＜省略＞ 

 ⑽ ＜省略＞  ⑼ ＜省略＞ 

 ⑾ ＜省略＞  ⑽ ＜省略＞ 



６ 

 

 ⑿ ＜省略＞  ⑾ ＜省略＞ 

 ⒀ コネクター（充電用ケーブルを電気自動車

等に接続するための部分をいう。以下この号

において同じ。）について、操作に伴う不時

の落下を防止する措置を講ずること。ただし 

、コネクターに十分な強度を有するものにあ

っては、この限りでない。 

 

 ⒁ 充電用ケーブルを冷却するため液体を用い

るものにあっては、当該液体が漏れた場合に 

、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与

えない構造とすること。また、充電用ケーブ

ルを冷却するために用いる液体の流量及び温

度の異常を自動的に検知する構造とし、当該

液体の流量又は温度の異常を検知した場合に

は、急速充電設備を自動的に停止させる措置

を講ずること。 

 

 ⒂ 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気

自動車等に同時に充電する機能を有するもの

にあっては、出力の切替えに係る開閉器の異

常を自動的に検知する構造とし、当該開閉器

の異常を検知した場合には、急速充電設備を

自動的に停止させる措置を講ずること。 

 

 ⒃ 急速充電設備のうち、蓄電池を内蔵してい

るものにあっては、当該蓄電池について、次

に掲げる措置を講ずること。 

 ⑿ 急速充電設備のうち、蓄電池を内蔵してい

るものにあっては、当該蓄電池について、次

に掲げる措置を講ずること。 

  ア ＜省略＞   ア ＜省略＞ 

  イ 異常な高温とならないこと。   イ 異常な高温とならないこと。また、異常

な高温となった場合には、急速充電設備を

自動的に停止させること。 

  ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし 

、異常な高温又は低温を検知した場合には 

、急速充電設備を自動的に停止させること 

。 

 

  エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造  



７ 

 

とし、制御機能の異常を検知した場合には 

、急速充電設備を自動的に停止させること 

。 

 ⒄ ＜省略＞  ⒀ ＜省略＞ 

 ⒅ ＜省略＞  ⒁ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

 （火を使用する設備等の設置の届出）  （火を使用する設備等の設置の届出） 

第４４条 火を使用する設備又はその使用に際し 

、火災の発生のおそれのある設備のうち、次に

掲げるものを設置しようとする者は、あらかじ

め、その旨を消防長に届け出なければならない 

。 

第４４条 火を使用する設備又はその使用に際し 

、火災の発生のおそれのある設備のうち、次に

掲げるものを設置しようとする者は、あらかじ

め、その旨を消防長に届け出なければならない 

。 

 ⑴から⑼まで ＜省略＞  ⑴から⑼まで ＜省略＞ 

 ⑽ 急速充電設備（全出力５０キロワット以下

のものを除く。） 

 

 ⑾ ＜省略＞  ⑽ ＜省略＞ 

 ⑿ ＜省略＞  ⑾ ＜省略＞ 

 ⒀ ＜省略＞  ⑿ ＜省略＞ 

 ⒁ ＜省略＞  ⒀ ＜省略＞ 

 ⒂ 水素ガスを充塡する気球  ⒁ 水素ガスを充てんする気球 
  

   附  則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの

条例による改正後の瀬戸市火災予防条例第１１条の２第１項に規定する

急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、

なお従前の例による。  

 



８ 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対

象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令（平

成１４年総務省令第２４号）の一部改正等に伴い、瀬戸市火災予防条例中

所要の事項を改正するため必要があるからである。  

 

 



 



９ 

 

３年市長提出第４号議案  

瀬戸市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関  

する条例の一部改正について  

瀬戸市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等  

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関  

する条例の一部を改正する条例  

瀬戸市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（ 

平成２７年瀬戸市条例第２９号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

＜省略＞ 

市長 削除 

 

＜省略＞ 

市長 削除 

 

＜省略＞ 
 

機関 事務 

＜省略＞ 

市長 瀬戸市障害者手当の支給に関する事務であ

って規則で定めるもの 

＜省略＞ 

市長 瀬戸市私立幼稚園就園奨励費補助金の交付

に関する事務であって規則で定めるもの 

＜省略＞ 
 



１０ 

 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

＜省略＞ 

市長 削除 削除 

 

 

＜省略＞ 

市長 削除 削除 

 

 

 

＜省略＞ 
 

機関 事務 特定個人情報 

＜省略＞ 

市長 瀬戸市障害者手当の支給

に関する事務であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

＜省略＞ 

市長 瀬戸市私立幼稚園就園奨

励費補助金の交付に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

＜省略＞ 
 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市障害者手当支給事業及び瀬戸市私立幼稚

園就園奨励費補助事業が終了したことに伴い、瀬戸市行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例中所要の事項を改正するため必

要があるからである。  

 



１１ 

 

３年市長提出第５号議案  

瀬戸市子どもの今・未来応援基金条例の制定について  

瀬戸市子どもの今・未来応援基金条例を次のように定めるものとする。  

令和３年２月１８日提出 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市子どもの今・未来応援基金条例  

（趣旨）  

第１条  この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号 )第２４１条

の規定に基づき、基金の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものと

する。  

（設置）  

第２条 本市は、児童の権利に関する条約の精神、児童の福祉を保障する

ための原理及び子ども・若者育成支援の基本理念にのっとり、一人一人

の子ども及び若者が、切れ目のない支援を受けることで、それぞれの夢

又は自立に向かって健やかに育つことができるための施策の財源に充て

るため、瀬戸市子どもの今・未来応援基金（以下「基金」という。）を

設置する。  

（積立て）  

第３条 基金として積み立てる額は、毎会計年度予算の定めるところによ

る。 

（現金の管理）  

第４条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利

な方法により保管しなければならない。  

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができる。  



１２ 

 

（運用益金の処理）  

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上し

て、この基金に編入するものとする。  

（繰替運用）  

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用

することができる。  

（処分）  

第７条 基金は、第２条に規定する施策の財源に充てる場合に限り、これ

を処分することができる。  

（委任）  

第８条 この条例に定めるもののほか、基金の管理について必要な事項は、

市長が定める。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、子ども及び若者がそれぞれの夢又は自立に向か

って健やかに育つことができるための施策を推進するため、瀬戸市子ども

の今・未来応援基金を設置するに当たり、基金の管理に関する手続等を定

めるため必要があるからである。  



１３ 

 

３年市長提出第６号議案  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例  

の一部改正について  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例  

の一部を改正する条例  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年瀬戸市条例第２４号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 ＜省略＞ 第６条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 市長は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、第１項第３号の規定を適用しないこととす

ることができる。 

４ 市長は、家庭的保育事業者等による第１項第

３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著し

く困難であると認めるときは、同号の規定を適

用しないこととすることができる。 

⑴ 市長が、法第２４条第３項の規定による調

整を行うに当たって、家庭的保育事業者等に

よる保育の提供を受けていた利用乳幼児を優

先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了に際して、利用

乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続

き必要な教育又は保育が提供されるよう必要

な措置を講じているとき。 

 



１４ 

 

⑵ 家庭的保育事業者等による第１項第３号に

掲げる事項に係る連携施設の確保が、著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場

合を除く。）。 

 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場

合において、家庭的保育事業者等は、法第５９

条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるも

の（入所定員が２０人以上のものに限る。）で

あって、市長が適当と認めるものを第１項第３

号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として

適切に確保しなければならない。 

５ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は 

、法第５９条第１項に規定する施設のうち、次

に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに

限る。）であって、市長が適当と認めるものを

第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者として適切に確保しなければならない。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

（居宅訪問型保育事業） （居宅訪問型保育事業） 

第３７条 居宅訪問型保育事業者は、次の各号に

掲げる保育を提供するものとする。 

第３７条 居宅訪問型保育事業者は、次の各号に

掲げる保育を提供するものとする。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 母子家庭等（母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第５

項に規定する母子家庭等をいう。）の乳幼児

の保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場

合又は保護者の疾病、疲労その他の身体上、

精神上若しくは環境上の理由により家庭にお

いて乳幼児を養育することが困難な場合への

対応等、保育の必要の程度及び家庭等の状況

を勘案し、居宅訪問型保育を提供する必要性

が高いと市が認める乳幼児に対する保育 

⑷ 母子家庭等（母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第５

項に規定する母子家庭等をいう。）の乳幼児

の保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場

合への対応等、保育の必要の程度及び家庭等

の状況を勘案し、居宅訪問型保育を提供する

必要性が高いと市が認める乳幼児に対する保

育 

⑸ ＜省略＞ ⑸ ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準



１５ 

 

（平成２６年厚生労働省令第６１号）に準じて、瀬戸市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正するため必

要があるからである。  

 

 



 



１６ 

 

３年市長提出第７号議案  

   市有財産（土地及び建物）の貸付について  

 次のとおり市有財産（土地及び建物）を無償で、又は減額して貸し付け

るものとする。  

  令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 無償貸付をする財産  

土   地 

   所  在 地   瀬戸市西本地町１丁目１１０番１  外１筆  

   合 計 面 積  ２，４５６．１５平方メートル  

２ 減額貸付をする財産  

建   物 

   名    称   アートチャイルドケア瀬戸幡山西保育園  

   所  在 地   瀬戸市西本地町１丁目１１０番地の１  

   構    造   鉄骨造２階建て  

   延べ床面積  １，１６７．２４平方メートル  

          内訳  

本館 １，１４４．８６平方メートル  

屋外倉庫  ２２．３８平方メートル  

   貸  付 料   月額１８０，０００円  

３ 貸 付 の 目 的  民間事業者が引き続き保育事業を実施するため  

４ 貸付の相手方   大阪府大東市泉町２丁目１４番１１号 

アートチャイルドケア株式会社  

          代表取締役 村田省三  

 



１７ 

 

５ 貸 付 期 間 

⑴   土   地   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  

⑵   建   物   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、アートチャイルドケア瀬戸幡山西保育園の保育事

業を引き続き民間事業者が実施することに伴い、その土地を無償で、及びそ

の建物の貸付料を減額して貸し付けるに当たり、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求めるため

必要があるからである。  

 



１８ 

 

３年市長提出第８号議案  

   交通事故に係る損害賠償の額の決定及び和解について  

本市が当事者である交通事故について、次によりその損害賠償の額を決

定し、和解するものとする。  

  令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 事故の概要  

  令和２年７月２７日汗干町地内交差点において、健康課の軽貨物自動

車が市道を青信号で西進中、南進してきた相手方小型乗用自動車に衝突

され、同課の車両が損傷した物損事故  

２ 損傷の状況  

  右側面及び左側面の損傷による廃車  

３ 損害賠償の額  

  ７４０，８８０円（車両時価額及びレッカー費用）  

４ 和解の要旨  

⑴ 相手方は、本市に対し、本件事故に係る損害賠償として上記３の金

額７４０，８８０円を支払う。  

⑵ 本市と相手方は、本件事故に基づく損害に関し、本和解に定めるも

ののほか、何らの債権債務のないことを相互に確認する。  

 

 （理 由）  

 この案を提出するのは、本市が当事者である交通事故に係る損害賠償の

額を決定し、及び和解するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、議会の議決を求

めるため必要があるからである。  



 



１９ 

 

３年市長提出第９号議案 

瀬戸市子ども医療費助成条例の一部改正について  

瀬戸市子ども医療費助成条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市子ども医療費助成条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市子ども医療費助成条例（昭和４８年瀬戸市条例第１２号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「子ども」とは、次に

掲げる要件を備えた者をいう。 

第２条 この条例において「子ども」とは、次に

掲げる要件を備えた者をいう。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 出生の日から、１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者であること 

 。 

⑵ 出生の日から、１５歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者であること 

 。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条

の２第１項各号に規定する病院、診療所、施設

又は住居（以下この条において「病院等」とい

う。）に、入院、入所又は入居（以下この条に

おいて「入院等」という。）したことにより、

本市の区域外に住所を変更したと認められる子

どもについては、本市の区域内に住所を有する

者とみなす。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、国民健康保

険法第１１６条の２第１項各号に規定する病院 

、診療所、施設又は住居（以下この条において

「病院等」という。）に、入院、入所又は入居

（以下この条において「入院等」という。）し

たことにより、本市の区域外に住所を変更した

と認められる子どもについては、本市の区域内

に住所を有する者とみなす。 

３及び４ ＜省略＞ ３及び４ ＜省略＞ 

（受給資格者） （受給資格者） 



２０ 

 

第３条 この条例により子どもの医療費の助成を

受けることができる者（以下「受給資格者」と

いう。）は、国民健康保険法による被保険者又

は規則に定める法令（以下「社会保険各法」と

いう。）による被保険者、組合員、加入者若し

くは被扶養者である子どもの保護者であるもの

とする。 

第３条 この条例により子どもの医療費の助成を

受けることができる者（以下「受給資格者」と

いう。）は、国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）による被保険者又は規則に定める

法令（以下「社会保険各法」という。）による

被扶養者である子どもの保護者であるものとす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに該当する者は受給資格者としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに該当する者は受給資格者としない。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ １５歳に達する日以後の最初の３月３１日

を経過した者（以下「１５歳以上の子ども」

という。）のうち、瀬戸市精神障害者医療費

助成条例（平成１５年瀬戸市条例第１６号）

第３条第１項第１号又は第３号に該当し、同

条例の規定により医療費の助成を受けること

ができる子ども又は子どもの保護者 

 

 ⑷ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第４条 市長は、子どもの疾病又は負傷に係る医

療（１５歳以上の子どもについては、入院に限

る。）で、当該医療に要する費用の額から、当

該医療に係る国民健康保険法又は社会保険各法

の規定による医療に関する給付（社会保険各法

による付加給付にあっては、当該給付を含む。 

）の額及び法令の規定による国又は地方公共団

体の負担による医療に関する給付の額を控除し

た額を子ども医療費として助成する。 

第４条 市長は、子どもの疾病又は負傷に係る医

療で、当該医療に要する費用の額から、当該医

療に係る国民健康保険法又は社会保険各法の規

定による医療に関する給付（社会保険各法によ

る付加給付にあっては、当該給付を含む。）の

額及び法令の規定による国又は地方公共団体の

負担による医療に関する給付の額を控除した額

を子ども医療費として助成する。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（受給者証） （受給者証） 

第５条 市長は、受給資格者（１５歳以上の子ど

も又は１５歳以上の子どもの保護者を除く。）

に対し、規則の定めるところにより子ども医療

費受給者証（以下「受給者証」という。）を交

第５条 市長は、受給資格者に対し、規則の定め

るところにより子ども医療費受給者証（以下「 

受給者証」という。）を交付する。 
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付する。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（助成の方法） （助成の方法） 

第７条 第４条第１項に規定する子ども医療費（ 

１５歳以上の子どもに係る医療費を除く。）の

助成は、当該子ども医療費を医療機関等に支払

うことによって行う。 

第７条 第４条第１項に規定する子ども医療費の

助成は、当該子ども医療費を医療機関等に支払

うことによって行う。 

２ １５歳以上の子どもに係る医療費の助成は、

当該子ども医療費を受給資格者に支払うことに

よって行う。 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長が特別の理

由があると認めるときは、受給者に支払うこと

により子ども医療費の助成を行うことができ

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由

があると認めるときは、受給者に支払うことに

より子ども医療費の助成を行うことができる。 

（届出義務）  （届出義務） 

第８条 受給者は、受給資格を失ったとき（子ど

もが第２条第１項第２号に該当しなくなったと

きを除く。）、又は規則に定める事項について

変更があったときは、その旨を速やかに市長に

届け出なければならない。 

第８条 受給者は、受給資格を失ったとき（子ど

もが第２条第１項第２号に該当しなくなったと

きを除く。）、子ども医療費の助成事由が第三

者の行為によって生じたものであるとき、又は

規則に定める事項について変更があったとき

は、その旨を速やかに市長に届け出なければな

らない。 

２ 子ども医療費の助成を受ける者は、子ども医

療費の助成事由が第三者の行為によって生じた

ものであるときは、その旨を速やかに市長に届

け出なければならない。 

 

（損害賠償との調整）  （損害賠償との調整） 

第９条 市長は、受給資格者が、子どもの疾病又

は負傷に関し損害賠償を受けたときは、その価

額の限度において、子ども医療費の全部若しく

は一部を助成せず、又は既に助成した額に相当

する金額を返還させることができる。 

第９条 市長は、受給者が、子どもの疾病又は負

傷に関し損害賠償を受けたときは、その価額の

限度において、子ども医療費の全部若しくは一

部を助成せず、又は既に助成した額に相当する

金額を返還させることができる。 
  

  附 則 
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（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例による改正後の瀬戸市子ども医療費助成条例の規定による

子ども医療費の助成は、令和３年４月１日以後に行われた医療に関す

る給付について適用し、同日前に行われた医療に関する給付について

は、なお従前の例による。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、子育て世帯の医療費の負担を軽減することによ

り、子どもの福祉の増進を図るため、入院医療費助成の対象年齢を引き上

げるに当たり、瀬戸市子ども医療費助成条例中所要の事項を改正するため

必要があるからである。  
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３年市長提出第１０号議案  

瀬戸市国民健康保険条例の一部改正について  

瀬戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

瀬戸市国民健康保険条例（昭和３６年瀬戸市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額） （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額） 

第９条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る

賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の

２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則

第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３３条の３第５項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第

４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の

４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３

５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の

３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合

第９条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る

賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の

２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額、（同法附

則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規

定の適用がある場合には、その適用後の金額）

同法附則第３３条の３第５項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第

４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の

４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３

５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条

の規定の適用がある場合には、これらの規定の
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には、これらの規定の適用により同法第３１条

第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除

する金額を控除した金額）、地方税法附則第３

５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額（租

税特別措置法第３３条の４第１項若しくは第２

項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第

３４条の３第１項、第３５条第１項又は第３６

条の規定の適用がある場合には、これらの規定

の適用により同法第３２条第１項に規定する短

期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した

金額）、地方税法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同

法附則第３５条の３第１５項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、同法附則第

３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の２

の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しく

は第１５項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同

法附則第３５条の４の２第７項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額）、外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４

４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」と

いう。）第８条第２項（同法第１２条第５項及

び第１６条第２項において準用する場合を含む 

。第２２条第１項第１号において同じ。）に規

定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項

（同法第１２条第６項及び第１６条第３項にお

いて準用する場合を含む。同号において同じ。 

）に規定する特例適用配当等の額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。第１６条において「租税条約等実施特例法 

適用により同法第３１条第１項に規定する長期

譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条第５項に規定する

短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項又は第３６条の規定の適用がある

場合には、これらの規定の適用により同法第３

２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額から

控除する金額を控除した金額）、地方税法附則

第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第

１５項の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）、同法附則第３５条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第３

５条の３第１３項若しくは第１５項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、同法

附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の

２第７項の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号。以下「外国居住

者等所得相互免除法」という。）第８条第２項

（同法第１２条第５項及び第１６条第２項にお

いて準用する場合を含む。第２２条第１項第１

号において同じ。）に規定する特例適用利子等

の額、同法第８条第４項（同法第１２条第６項

及び第１６条第３項において準用する場合を含

む。同号において同じ。）に規定する特例適用

配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法 

、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。第１６条において

「租税条約等実施特例法」という。）第３条の
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」という。）第３条の２の２第１０項に規定す

る条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定

する条約適用配当等の額をいう。以下この条に

おいて同じ。）の合計額から地方税法第３１４

条の２第２項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合計額（以下「基

礎控除後の総所得金額等」という。）に、第１

１条の所得割の保険料率を乗じて得た額（１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てる。）とする。 

２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額

及び同条第１２項に規定する条約適用配当等の

額をいう。以下この条において同じ。）の合計

額から地方税法第３１４条の２第２項の規定に

よる控除をした後の総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額

等」という。）に、第１１条の所得割の保険料

率を乗じて得た額（１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てる。）とする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（保険料の減額） （保険料の減額） 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対し

て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、

第８条又は第１１条の２の基礎賦課額から、そ

れぞれ、当該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６３万円を超える場合

には、６３万円）とする。 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対し

て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、

第８条又は第１１条の２の基礎賦課額から、そ

れぞれ、当該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６３万円を超える場合

には、６３万円）とする。 

⑴ 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課

期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

はその発生した日とする。）現在においてそ

の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所

属者につき算定した地方税法第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額（青色専従者給

与額又は事業専従者控除額については、同法

第３１３条第３項、第４項又は第５項の規定

を適用せず、所得税法（昭和４０年法律第３

３号）第５７条第１項、第３項又は第４項の

規定の例によらないものとし、山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（地方税法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額（ 

同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１

５項の規定の適用がある場合には、その適用

⑴ 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課

期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

はその発生した日とする。）現在においてそ

の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所

属者につき算定した地方税法第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額（青色専従者給

与額又は事業専従者控除額については、同法

第３１３条第３項、第４項又は第５項の規定

を適用せず、所得税法（昭和４０年法律第３

３号）第５７条第１項、第３項又は第４項の

規定の例によらないものとし、山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（地方税法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額（ 

同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１

５項の規定の適用がある場合には、その適用
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後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額、同

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所

得の金額、同法附則第３５条第５項に規定す

る短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額（同法附則第３５条の３第１５項

の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第

３５条の３第１３項若しくは第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額） 

、同法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額）、外国居住者等所

得相互免除法第８条第２項に規定する特例適

用利子等の額、同法第８条第４項に規定する

特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第１２項に規定する条約

適用配当等の額をいう。以下この項において

同じ。）の算定についても同様とする。以下

同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、

地方税法第３１４条の２第２項第１号に定め

る金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属

する被保険者及び特定同一世帯所属者（次号

及び第３号において「世帯主等」という。）

のうち給与所得を有する者（前年中に同条第

１項に規定する総所得金額に係る所得税法第

２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収

後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額、同

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所

得の金額、同法附則第３５条第５項に規定す

る短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額（同法附則第３５条の３第１５項

の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第

３５条の３第１３項若しくは第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額） 

、同法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額）、外国居住者等所

得相互免除法第８条第２項に規定する特例適

用利子等の額、同法第８条第４項に規定する

特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第１２項に規定する条約

適用配当等の額をいう。以下この項において

同じ。）の算定についても同様とする。以下

同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、

地方税法第３１４条の２第２項に掲げる金額

を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者の

うち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等

割額の算定の対象とされるものの数を乗じて

得た額とイに掲げる額とを合算した額 



２７ 

 

入金額が５５万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に地

方税法第３１４条の２第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第４

項に規定する公的年金等控除額の控除を受け

た者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が６０万円を超える者に

限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が１１０万円を超える者

に限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（次号及び第３号におい

て「給与所得者等の数」という。）が２以上

の場合にあっては、地方税法第３１４条の２

第２項第１号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて

得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者 アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

⑵ 前号に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得

の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２

第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち

給与所得者等の数が２以上の場合にあっては 

、同号に定める金額に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金

額を加えた金額）に２８万５千円に当該年度

の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保

⑵ 前号に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得

の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２

第２項に掲げる金額に２８万５千円に当該年

度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合にはその発生した日

とする。）現在において当該世帯に属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計

数を乗じて得た額を加算した金額を超えない

世帯に係る保険料の納付義務者であって前号

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該
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険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前号に

該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎

賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とさ

れるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額

とを合算した額 

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

⑶ 第１号に規定する総所得金額及び山林所得

金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のう

ち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た

金額を加えた金額）に５２万円に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生した日とす

る。）現在において当該世帯に属する被保険

者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を

乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前２号に

該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎

賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とさ

れるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額

とを合算した額 

⑶ 第１号に規定する総所得金額及び山林所得

金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項に掲げる金額に５２万円に当該年度

の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

２から４まで ＜省略＞ ２から４まで ＜省略＞ 

附 則 附 則 

（公的年金等に係る所得に係る保険料の軽減賦

課の特例） 

（公的年金等に係る所得に係る保険料の軽減賦

課の特例） 

第３条 当分の間、世帯主又は当該世帯に属する

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年

第３条 当分の間、世帯主又は当該世帯に属する

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年
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中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する

公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に

係るものに限る。）の控除を受けた場合におけ

る第１６条第１項の規定の適用については、同

項中「第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額（」とあるのは「第３１４条の２第１項に

規定する総所得金額（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得については、同条第２項第１号

の規定によって計算した金額から１５万円を控

除した金額によるものとし、」と、「同法第３

１３条第３項」とあるのは「地方税法第３１３

条第３項」と、「所得税法（昭和４０年法律第

３３号）」とあるのは「所得税法」と、「１１

０万円」とあるのは「１２５万円」とする。 

中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する

公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に

係るものに限る。）の控除を受けた場合におけ

る第１６条第１項の規定の適用については、同

項中「第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額（」とあるのは「第３１４条の２第１項に

規定する総所得金額（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得については、同条第２項第１号

の規定によって計算した金額から１５万円を控

除した金額によるものとし、」と、「同法第３

１３条第３項」とあるのは「地方税法第３１３

条第３項」と、「所得税法（昭和４０年法律第

３３号）」とあるのは「所得税法」とする。 

  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の瀬戸市国民健康保険条例の規定は、令和３年  

度分の保険料から適用し、令和２年度分までの保険料については、なお  

従前の例による。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６

２号）の一部改正等に伴い、瀬戸市国民健康保険条例中所要の事項を改正

するため必要があるからである。  
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３年市長提出第１１号議案  

   瀬戸市手数料徴収条例の一部改正について  

 瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定めるものと

する。  

  令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例  

瀬戸市手数料徴収条例（平成１２年瀬戸市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

種類 金額 

＜省略＞ 

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

（平成２

４年法律

第８４号 

）第５３

条第１項

の規定に

基づく低

炭素化の

ための建

築物の新

築等の計

都市の低炭

素化の促進

に関する法

律第５４条

第１項各号

に掲げる基

準に適合す

ると市長が

定める機関

が認めた場

合又は当該

基準に適合

することを

証する書類

として市長

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき１０，３００

円、建築物の延べ面積が

３００平方メートルを超

え１，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１７，９００円、建築

物の延べ面積が１，００

０平方メートルを超え２ 

 ，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９，１００円、建築物の

種類 金額 

＜省略＞ 

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

（平成２

４年法律

第８４号 

）第５３

条第１項

の規定に

基づく低

炭素化の

ための建

築物の新

築等の計

都市の低炭

素化の促進

に関する法

律第５４条

第１項各号

に掲げる基

準に適合す

ると市長が

定める機関

が認めた場

合・登録住

宅性能評価

機関が住宅

の品質確保

の促進等に

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき１０，３００

円、建築物の延べ面積が

３００平方メートルを超

え２，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き２９，１００円、建築

物の延べ面積が２，００

０平方メートルを超え５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

７，３００円、建築物の



３１ 

 

画認定申

請手数料 

が定めるも

のが添付さ

れている場

合（以下こ

の表におい

て「低炭素

建築物基準

適合性確認

機関が認め

た場合等」

という。） 

延べ面積が２，０００平

方メートルを超え５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８７，

３００円、建築物の延べ

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１３８，

１００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１７４ 

 ，４００円、建築物の延

べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるとき

は１件につき２１８，０

００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の場

合 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定め

る省令（平成２８年経済

産業省、国土交通省令第

１号）第１０条第１号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

画認定申

請手数料 

関する法律

第６条第１

項に基づく

設計住宅性

能評価書（ 

次部におい

て「設計住

宅性能評価

書」という 

。）が添付

されている

場合（日本

住宅性能表

示基準（平

成１３年国

土交通省告

示第１３４

６号）の別

表１の（い 

）項に掲げ

る断熱等性

能等級及び

一次エネル

ギー消費量

等級の表示

があるもの

に限る。） 

延べ面積が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１３

８，１００円、建築物の

延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき１

７４，４００円、建築物

の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超える

ときは１件につき２１８ 

，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

その他の場

合 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定め

る省令（平成２８年経済

産業省・国土交通省令第

１号。）第１０条第１号

イ⑵及びロ⑵に定める基
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に係るものであるもの） 

建築物の延べ面積が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき９５，

０００円、建築物の延べ

面積が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１２１，０００

円、建築物の延べ面積が

１，０００平方メートル

を超え２，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１５９，３００円 

、建築物の延べ面積が２ 

，０００平方メートルを

超え５，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき２５７，９００円、

建築物の延べ面積が５，

０００平方メートルを超

え１０，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき３３６，８００円、

建築物の延べ面積が１０ 

，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４０４，７００円 

、建築物の延べ面積が２

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ

き４７４，８００円 

⑷ その他の建築物（前号

以外のもの） 建築物の

準に係るものであるもの 

） 建築物の延べ面積が

３００平方メートル以内

のときは１件につき９５ 

，０００円、建築物の延

べ面積が３００平方メー

トルを超え２，０００平

方メートル以内のときは

１件につき１５９，３０

０円、建築物の延べ面積

が２，０００平方メート

ルを超え５，０００平方

メートル以内のときは１

件につき２５７，９００

円、建築物の延べ面積が

５，０００平方メートル

を超え１０，０００平方

メートル以内のときは１

件につき３３６，８００

円、建築物の延べ面積が

１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき４０４，７０

０円、建築物の延べ面積

が２５，０００平方メー

トルを超えるときは１件

につき４７４，８００円 

 

 

 

 

 

⑷ その他の建築物（前号

以外のもの） 建築物の



３３ 

 

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき２４８，４００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

１，０００平方メートル

以内のときは１件につき

３１１，２００円、建築

物の延べ面積が１，００

０平方メートルを超え２ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき４

０１，８００円、建築物

の延べ面積が２，０００

平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内

のときは１件につき５７

３，４００円、建築物の

延べ面積が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき７０

６，３００円、建築物の

延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

３４，９００円、建築物

の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超える

ときは１件につき９５２ 

，４００円 

都市の低

炭素化の

促進に関

低炭素建築

物基準適合

性確認機関

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき２６１，６００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

２，０００平方メートル

以内のときは１件につき

４１７，１００円、建築

物の延べ面積が２，００

０平方メートルを超え５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき５

９３，６００円、建築物

の延べ面積が５，０００

平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき７

２８，０００円、建築物

の延べ面積が１０，００

０平方メートルを超え２

５，０００平方メートル

以内のときは１件につき

８５８，１００円、建築

物の延べ面積が２５，０

００平方メートルを超え

るときは１件につき９７

９，４００円 

 

 

 

 

 

都市の低

炭素化の

促進に関

都市の低炭

素化の促進

に関する法

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平



３４ 

 

する法律

第５５条

第１項の

規定に基

づく低炭

素化のた

めの建築

物の新築

等の計画

変更認定

申請手数

料 

が認めた場

合等 

方メートル以内のときは

１件につき６，２００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

１，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１０，７００円、建築物

の延べ面積が１，０００

平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１７ 

，５００円、建築物の延

べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき５２，４

００円、建築物の延べ面

積が５，０００平方メー

トルを超え１０，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき８２，９０

０円、建築物の延べ面積

が１０，０００平方メー

トルを超え２５，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１０４，７

００円、建築物の延べ面

積が２５，０００平方メ

ートルを超えるときは１

件につき１３０，８００

円 

その他の場

合 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定め

する法律

第５５条

第１項の

規定に基

づく低炭

素化のた

めの建築

物の新築

等の計画

変更認定

申請手数

料 

律第５４条

第１項各号

に掲げる基

準に適合す

ると市長が

定める機関

が認めた場

合・設計住

宅性能評価

書が添付さ

れている場

合（日本住

宅性能表示

基準の別表

１の（い）

項に掲げる

断熱等性能

等級及び一

次エネルギ

ー消費量等

級の表示が

あるものに

限る。） 

方メートル以内のときは

１件につき６，２００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

２，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１７，５００円、建築物

の延べ面積が２，０００

平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内

のときは１件につき５２ 

，４００円、建築物の延

べ面積が５，０００平方

メートルを超え１０，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８２，

９００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１０４ 

，７００円、建築物の延

べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるとき

は１件につき１３０，８

００円 

 

 

 

 

 

その他の場

合 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定め



３５ 

 

る省令第１０条第１号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るもの） 建築物の

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４８，６００円、

建築物の延べ面積が３０

０平方メートルを超え１ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき６

２，３００円、建築物の

延べ面積が１，０００平

方メートルを超え２，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８２，

６００円、建築物の延べ

面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１３７，７

００円、建築物の延べ面

積が５，０００平方メー

トルを超え１０，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１８２，３

００円、建築物の延べ面

積が１０，０００平方メ

ートルを超え２５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき２１９，

９００円、建築物の延べ

面積が２５，０００平方

メートルを超えるときは

１件につき２５９，３０

０円 

る省令第１０条第１号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るもの） 建築物の

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４８，６００円、

建築物の延べ面積が３０

０平方メートルを超え２ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

２，６００円、建築物の

延べ面積が２，０００平

方メートルを超え５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１３７ 

，７００円、建築物の延

べ面積が５，０００平方

メートルを超え１０，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１８２ 

，３００円、建築物の延

べ面積が１０，０００平

方メートルを超え２５，

０００平方メートル以内

のときは１件につき２１

９，９００円、建築物の

延べ面積が２５，０００

平方メートルを超えると

きは１件につき２５９，

３００円 

 

 

 

 

 



３６ 

 

⑷ その他の建築物（前号

以外のもの） 建築物の

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１２５，２００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

１，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１５７，４００円、建築

物の延べ面積が１，００

０平方メートルを超え２ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

０３，８００円、建築物

の延べ面積が２，０００

平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内

のときは１件につき２９

５，５００円、建築物の

延べ面積が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき３６

７，１００円、建築物の

延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき４

３５，０００円、建築物

の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超える

ときは１件につき４９８ 

，２００円 

＜省略＞ 

⑷ その他の建築物（前号

以外のもの） 建築物の

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１３１，９００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

２，０００平方メートル

以内のときは１件につき

２１１，５００円、建築

物の延べ面積が２，００

０平方メートルを超え５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき３

０５，６００円、建築物

の延べ面積が５，０００

平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき３

７７，８００円、建築物

の延べ面積が１０，００

０平方メートルを超え２

５，０００平方メートル

以内のときは１件につき

４４６，５００円、建築

物の延べ面積が２５，０

００平方メートルを超え

るときは１件につき５１

１，５００円 

 

 

 

 

 

＜省略＞ 



３７ 

 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（平

成２７年

法律第５

３号）第

１２条第

１項又は

第１３条

第２項の

規定に基

づく建築

物エネル

ギー消費

性能適合

性判定手

数料 

建築物エネ

ルギー消費

性能基準等

を定める省

令第１条第

１項第１号

ロに定める

基準に係る

建築物 

建築物の床面積（特定建築

行為に係る床面積（建築物

のエネルギー消費性能の向

上に関する法律施行令（平

成２８年政令第８号）第４

条第１項に規定する床面積

をいう。）をいう。以下こ

の部において同じ。）の合

計が３００平方メートル以

上１，０００平方メートル

以内のときは１件につき１

２１，０００円、建築物の

床面積の合計が１，０００

平方メートルを超え２，０

００平方メートル以内のと

きは１件につき１５９，３

００円、建築物の床面積の

合計が２，０００平方メー

トルを超え５，０００平方

メートル以内のときは１件

につき２５７，９００円、

建築物の床面積の合計が５ 

，０００平方メートルを超

え１０，０００平方メート

ル以内のときは１件につき

３３６，８００円、建築物

の床面積の合計が１０，０

００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以

内のときは１件につき４０

４，７００円、建築物の床

面積の合計が２５，０００

平方メートルを超えるとき

は１件につき４７４，８０

０円 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３８ 

 

その他の建

築物 

建築物の床面積の合計が３

００平方メートル以上１，

０００平方メートル以内の

ときは１件につき３１１，

２００円、建築物の床面積

の合計が１，０００平方メ

ートルを超え２，０００平

方メートル以内のときは１

件につき４０１，８００円 

、建築物の床面積の合計が

２，０００平方メートルを

超え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につき

５７３，４００円、建築物

の床面積の合計が５，００

０平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内

のときは１件につき７０６ 

，３００円、建築物の床面

積の合計が１０，０００平

方メートルを超え２５，０

００平方メートル以内のと

きは１件につき８３４，９

００円、建築物の床面積の

合計が２５，０００平方メ

ートルを超えるときは１件

につき９５２，４００円 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第１

２条第２

項又は第

建築物エネ

ルギー消費

性能基準等

を定める省

令第１条第

１項第１号

ロに定める

基準に係る

建築物の床面積の合計が３

００平方メートル以上１，

０００平方メートル以内の

ときは１件につき６２，３

００円、建築物の床面積の

合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方

メートル以内のときは１件

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３９ 

 

１３条第

３項の規

定に基づ

く建築物

エネルギ

ー消費性

能適合性

判定変更

手数料 

建築物 につき８２，６００円、建

築物の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以

内のときは１件につき１３

７，７００円、建築物の床

面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１０，０

００平方メートル以内のと

きは１件につき１８２，３

００円、建築物の床面積の

合計が１０，０００平方メ

ートルを超え２５，０００

平方メートル以内のときは

１件につき２１９，９００

円、建築物の床面積の合計

が２５，０００平方メート

ルを超えるときは１件につ

き２５９，３００円 

その他の建

築物 

建築物の床面積の合計が３

００平方メートル以上１，

０００平方メートル以内の

ときは１件につき１５７，

４００円、建築物の床面積

の合計が１，０００平方メ

ートルを超え２，０００平

方メートル以内のときは１

件につき２０３，８００円 

、建築物の床面積の合計が

２，０００平方メートルを

超え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につき

２９５，５００円、建築物

の床面積の合計が５，００

０平方メートルを超え１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４０ 

 

，０００平方メートル以内

のときは１件につき３６７ 

，１００円、建築物の床面

積の合計が１０，０００平

方メートルを超え２５，０

００平方メートル以内のと

きは１件につき４３５，０

００円、建築物の床面積の

合計が２５，０００平方メ

ートルを超えるときは１件

につき４９８，２００円 

建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律施行規則（ 

平成２８年国土交通

省令第５号）第１１

条の規定に基づく消

費性能確保計画の軽

微な変更に関する証

明書交付手数料 

１件につき床面積の合計に

応じ、建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法

律第１２条第２項又は第１

３条第３項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能

適合性判定変更手数料欄に

掲げる額の２分の１に相当

する額（その額に１００円

未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てて

得た額） 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

４条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第３５

条第１項各

号に掲げる

基準に適合

すると市長

が定める機

関が認めた

場合又は当

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき１０，３００

円、建築物の延べ面積が

３００平方メートルを超

え１，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１７，９００円、建築

物の延べ面積が１，００

０平方メートルを超え２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（平

成２７年

法律第５

３号）第

２９条第

１項の規

定に基づ

建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第３０

条第１項各

号に掲げる

基準に適合

すると愛知

県知事が定

める機関が

認めた場合

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき１０，３００

円、建築物の延べ面積が

３００平方メートルを超

え２，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き２９，１００円、建築

物の延べ面積が２，００

０平方メートルを超え５ 



４１ 

 

向上計画

認定申請

手数料 

該基準に適

合すること

を証する書

類として市

長が定める

ものが添付

されている

場合（以下

この表にお

いて「計画

適合性確認

機関が認め

た場合等」

という。） 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９，１００円、建築物の

延べ面積が２，０００平

方メートルを超え５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８７，

３００円、建築物の延べ

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１３８，

１００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１７４ 

，４００円、建築物の延

べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるとき

は１件につき２１８，０

００円 

その

他の

場合 

＜省

略＞ 

＜省略＞ 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き９５，０００円、建築物

の延べ面積が３００平方メ

ートルを超え１，０００平

方メートル以内のときは１

件につき１２１，０００円 

、建築物の延べ面積が１，

０００平方メートルを超え

２，０００平方メートル以

く建築物

エネルギ

ー消費性

能向上計

画認定申

請手数料 

又は当該基

準に適合す

ることを証

する書類と

して市長が

定めるもの

が添付され

ている場合

（以下この

部及び次部

において「 

計画適合性

確認機関が

認めた場合

等」という 

。） 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

７，３００円、建築物の

延べ面積が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１３

８，１００円、建築物の

延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき１

７４，４００円、建築物

の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超える

ときは１件につき２１８ 

，０００円 

 

 

 

 

 

その

他の

場合 

＜省

略＞ 

＜省略＞ 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き９５，０００円、建築物

の延べ面積が３００平方メ

ートルを超え２，０００平

方メートル以内のときは１

件につき１５９，３００円 

、建築物の延べ面積が２，

０００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以



４２ 

 

１０

条第

１号

イ⑵

及び

ロ⑵

に定

める

基準

に係

るも

の 

内のときは１件につき１５

９，３００円、建築物の延

べ面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００平

方メートル以内のときは１

件につき２５７，９００円 

、建築物の延べ面積が５，

０００平方メートルを超え

１０，０００平方メートル

以内のときは１件につき３

３６，８００円、建築物の

延べ面積が１０，０００平

方メートルを超え２５，０

００平方メートル以内のと

きは１件につき４０４，７

００円、建築物の延べ面積

が２５，０００平方メート

ルを超えるときは１件につ

き４７４，８００円 

その

他の

もの 

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き２４８，４００円、建築

物の延べ面積が３００平方

メートルを超え１，０００

平方メートル以内のときは

１件につき３１１，２００

円、建築物の延べ面積が１ 

，０００平方メートルを超

え２，０００平方メートル

以内のときは１件につき４

０１，８００円、建築物の

延べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，０００

平方メートル以内のときは

１条

第１

項第

１号

ロ及

び第

１０

条第

１号

イ⑵

に定

める

基準

に係

るも

の 

内のときは１件につき２５

７，９００円、建築物の延

べ面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００

平方メートル以内のときは

１件につき３３６，８００

円、建築物の延べ面積が１

０，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メー

トル以内のときは１件につ

き４０４，７００円、建築

物の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超えると

きは１件につき４７４，８

００円 

 

 

 

 

その

他の

もの 

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き２４８，４００円、建築

物の延べ面積が３００平方

メートルを超え２，０００

平方メートル以内のときは

１件につき４０１，８００

円、建築物の延べ面積が２ 

，０００平方メートルを超

え５，０００平方メートル

以内のときは１件につき５

７３，４００円、建築物の

延べ面積が５，０００平方

メートルを超え１０，００

０平方メートル以内のとき



４３ 

 

１件につき５７３，４００

円、建築物の延べ面積が５ 

，０００平方メートルを超

え１０，０００平方メート

ル以内のときは１件につき

７０６，３００円、建築物

の延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５，

０００平方メートル以内の

ときは１件につき８３４，

９００円、建築物の延べ面

積が２５，０００平方メー

トルを超えるときは１件に

つき９５２，４００円 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

６条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

変更認定

申請手数

料 

計画適合性

確認機関が

認めた場合

等 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき６，２００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

１，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１０，７００円、建築物

の延べ面積が１，０００

平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１７ 

，５００円、建築物の延

べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき５２，４

００円、建築物の延べ面

積が５，０００平方メー

は１件につき７０６，３０

０円、建築物の延べ面積が

１０，０００平方メートル

を超え２５，０００平方メ

ートル以内のときは１件に

つき８３４，９００円、建

築物の延べ面積が２５，０

００平方メートルを超える

ときは１件につき９５２，

４００円 

 

 

 

 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

１条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

変更認定

申請手数

料 

計画適合性

確認機関が

認めた場合

等 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき６，２００円 

、建築物の延べ面積が３

００平方メートルを超え

２，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１７，５００円、建築物

の延べ面積が２，０００

平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内

のときは１件につき５２ 

，４００円、建築物の延

べ面積が５，０００平方

メートルを超え１０，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８２，

９００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方



４４ 

 

トルを超え１０，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき８２，９０

０円、建築物の延べ面積

が１０，０００平方メー

トルを超え２５，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１０４，７

００円、建築物の延べ面

積が２５，０００平方メ

ートルを超えるときは１

件につき１３０，８００

円 

その

他の

場合 

＜省

略＞ 

＜省略＞ 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

１０

条第

１号

イ⑵

及び

ロ⑵

に定

める

基準

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き４８，６００円、建築物

の延べ面積が３００平方メ

ートルを超え１，０００平

方メートル以内のときは１

件につき６２，３００円、

建築物の延べ面積が１，０

００平方メートルを超え２ 

，０００平方メートル以内

のときは１件につき８２，

６００円、建築物の延べ面

積が２，０００平方メート

ルを超え５，０００平方メ

ートル以内のときは１件に

つき１３７，７００円、建

築物の延べ面積が５，００

０平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１０４ 

，７００円、建築物の延

べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるとき

は１件につき１３０，８

００円 

 

 

 

 

 

その

他の

場合 

＜省

略＞ 

＜省略＞ 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

１条

第１

項第

１号

ロ及

び第

１０

条第

１号

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き４８，６００円、建築物

の延べ面積が３００平方メ

ートルを超え２，０００平

方メートル以内のときは１

件につき８２，６００円、

建築物の延べ面積が２，０

００平方メートルを超え５ 

，０００平方メートル以内

のときは１件につき１３７ 

，７００円、建築物の延べ

面積が５，０００平方メー

トルを超え１０，０００平

方メートル以内のときは１

件につき１８２，３００円 

、建築物の延べ面積が１０ 

，０００平方メートルを超

え２５，０００平方メート



４５ 

 

に係

るも

の 

のときは１件につき１８２ 

，３００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方メ

ートルを超え２５，０００

平方メートル以内のときは

１件につき２１９，９００

円、建築物の延べ面積が２

５，０００平方メートルを

超えるときは１件につき２

５９，３００円 

その

他の

もの 

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き１２５，２００円、建築

物の延べ面積が３００平方

メートルを超え１，０００

平方メートル以内のときは

１件につき１５７，４００

円、建築物の延べ面積が１ 

，０００平方メートルを超

え２，０００平方メートル

以内のときは１件につき２

０３，８００円、建築物の

延べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，０００

平方メートル以内のときは

１件につき２９５，５００

円、建築物の延べ面積が５ 

，０００平方メートルを超

え１０，０００平方メート

ル以内のときは１件につき

３６７，１００円、建築物

の延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５，

０００平方メートル以内の

イ⑵

に定

める

基準

に係

るも

の 

ル以内のときは１件につき

２１９，９００円、建築物

の延べ面積が２５，０００

平方メートルを超えるとき

は１件につき２５９，３０

０円 

 

 

 

 

その

他の

もの 

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き１２５，２００円、建築

物の延べ面積が３００平方

メートルを超え２，０００

平方メートル以内のときは

１件につき２０３，８００

円、建築物の延べ面積が２ 

，０００平方メートルを超

え５，０００平方メートル

以内のときは１件につき２

９５，５００円、建築物の

延べ面積が５，０００平方

メートルを超え１０，００

０平方メートル以内のとき

は１件につき３６７，１０

０円、建築物の延べ面積が

１０，０００平方メートル

を超え２５，０００平方メ

ートル以内のときは１件に

つき４３５，０００円、建

築物の延べ面積が２５，０

００平方メートルを超える

ときは１件につき４９８，



４６ 

 

ときは１件につき４３５，

０００円、建築物の延べ面

積が２５，０００平方メー

トルを超えるときは１件に

つき４９８，２００円 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第４

１条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準適合

認定申請

手数料 

建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第４１

条第２項に

規定する建

築物エネル

ギー消費性

能基準に適

合すると愛

知県知事が

定める機関

が認めた場

合又は当該

基準に適合

することを

証する書類

として市長

が定めるも

のが添付さ

れている場

合（以下こ

の表におい

て「基準適

合性確認機

関が認めた

場合等」と

いう。） 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき１０，３００

円、建築物の延べ面積が

３００平方メートルを超

え１，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１７，９００円、建築

物の延べ面積が１，００

０平方メートルを超え２ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９，１００円、建築物の

延べ面積が２，０００平

方メートルを超え５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８７，

３００円、建築物の延べ

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１３８，

１００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１７４ 

，４００円、建築物の延

２００円 

 

 

 

 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

６条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準適合

認定申請

手数料 

建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第３６

条第２項に

規定する建

築物エネル

ギー消費性

能基準に適

合すると愛

知県知事が

定める機関

が認めた場

合又は当該

基準に適合

することを

証する書類

として市長

が定めるも

のが添付さ

れている場

合（以下こ

の部におい

て「基準適

合性確認機

関が認めた

場合等」と

いう。） 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき１０，３００

円、建築物の延べ面積が

３００平方メートルを超

え２，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き２９，１００円、建築

物の延べ面積が２，００

０平方メートルを超え５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

７，３００円、建築物の

延べ面積が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１３

８，１００円、建築物の

延べ面積が１０，０００

平方メートルを超え２５ 

，０００平方メートル以

内のときは１件につき１

７４，４００円、建築物

の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超える

ときは１件につき２１８ 

，０００円 

 



４７ 

 

べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるとき

は１件につき２１８，０

００円 

その

他の

場合 

＜省

略＞ 

＜省略＞ 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

１０

条第

１号

イ⑵

に定

める

基準

に係

るも

の 

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き９５，０００円、建築物

の延べ面積が３００平方メ

ートルを超え１，０００平

方メートル以内のときは１

件につき１２１，０００円 

、建築物の延べ面積が１，

０００平方メートルを超え

２，０００平方メートル以

内のときは１件につき１５

９，３００円、建築物の延

べ面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００平

方メートル以内のときは１

件につき２５７，９００円 

、建築物の延べ面積が５，

０００平方メートルを超え

１０，０００平方メートル

以内のときは１件につき３

３６，８００円、建築物の

延べ面積が１０，０００平

方メートルを超え２５，０

００平方メートル以内のと

きは１件につき４０４，７

００円、建築物の延べ面積

が２５，０００平方メート

ルを超えるときは１件につ

 

 

 

 

その

他の

場合 

＜省

略＞ 

＜省略＞ 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

等を

定め

る省

令第

１条

第１

項第

１号

ロ及

び第

１０

条第

１号

イ⑵

に定

める

基準

に係

るも

の 

その他の建築物 建築物の

延べ面積が３００平方メー

トル以内のときは１件につ

き９５，０００円、建築物

の延べ面積が３００平方メ

ートルを超え２，０００平

方メートル以内のときは１

件につき１５９，３００円 

、建築物の延べ面積が２，

０００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以

内のときは１件につき２５

７，９００円、建築物の延

べ面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，０００

平方メートル以内のときは

１件につき３３６，８００

円、建築物の延べ面積が１

０，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メー

トル以内のときは１件につ

き４０４，７００円、建築

物の延べ面積が２５，００

０平方メートルを超えると

きは１件につき４７４，８

００円 

 

 

 



４８ 

 

き４７４，８００円 

その

他の

もの 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき２４８，４０

０円、建築物の延べ面積

が３００平方メートルを

超え１，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき３１１，２００円、

建築物の延べ面積が１，

０００平方メートルを超

え２，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き４０１，８００円、建

築物の延べ面積が２，０

００平方メートルを超え

５，０００平方メートル

以内のときは１件につき

５７３，４００円、建築

物の延べ面積が５，００

０平方メートルを超え１

０，０００平方メートル

以内のときは１件につき

７０６，３００円、建築

物の延べ面積が１０，０

００平方メートルを超え

２５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き８３４，９００円、建

築物の延べ面積が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき９

５２，４００円 

 

その

他の

もの 

⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ その他の建築物 建築

物の延べ面積が３００平

方メートル以内のときは

１件につき２４８，４０

０円、建築物の延べ面積

が３００平方メートルを

超え２，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき４０１，８００円、

建築物の延べ面積が２，

０００平方メートルを超

え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き５７３，４００円、建

築物の延べ面積が５，０

００平方メートルを超え

１０，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き７０６，３００円、建

築物の延べ面積が１０，

０００平方メートルを超

え２５，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき８３４，９００円、

建築物の延べ面積が２５ 

，０００平方メートルを

超えるときは１件につき

９５２，４００円 

 

 

 

 

 



４９ 

 

＜省略＞ 
 

＜省略＞ 
 

備考 備考 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

部都市の低炭素化の促進に関する法律第５

４条第１項各号に掲げる基準に適合すると

市長が定める機関が認めた場合又は当該基

準に適合することを証する書類として市長

が定めるものが添付されている場合（以下

この表において「低炭素建築物基準適合性

確認機関が認めた場合等」という。）の項

金額の欄⑵に規定する建築物全体又は建築

物全体及び住戸に係るものの手数料につい

て、次に掲げる場合には、当該手数料の額

にそれぞれ次に定める額を加算する。 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

項に規定する都市の低炭素化の促進に関す

る法律第５４条第１項各号に掲げる基準に

適合すると市長が定める機関が認めた場合

の金額の欄⑵中建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、それぞれ次に定める額

を加算する。 

⑴ 住宅の用途に供する共用の部分（以下

「共用部分」という。）がある場合（申

請に係る設計一次エネルギー消費量の算

出の基礎に共用部分が含まれている場合

に限る。） 当該共用部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

⑴ 住宅の用途に供する共用の部分（以下

「共用部分」という。）がある場合（申

請に係る設計一次エネルギー消費量の算

出の基礎に共用部分が含まれている場合

に限る。） 当該共用部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １７，９

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ２９ 

，１００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ２９，１

００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 



５０ 

 

⑵ 住戸及び共用部分以外の部分（以下「 

非住宅部分」という。）がある場合 当

該非住宅部分の床面積の合計についての

備考１⑴アからキまでに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ備考１⑴アからキま

でに定める額 

⑵ 住戸及び共用部分以外の部分（以下「 

非住宅部分」という。）がある場合 当

該非住宅部分の床面積の合計についての

備考１⑴アからカまでに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ備考１⑴アからカま

でに定める額 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

部その他の場合の項金額の欄⑵に規定する

建築物全体又は建築物全体及び住戸に係る

ものの手数料について、次に掲げる場合に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

項に規定するその他の場合の金額の欄⑵中

建築物全体又は建築物全体及び住戸に係る

ものの手数料について、次に掲げる場合に

は、それぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １４９，

７００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １９

５，５００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １９５，

５００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合（非住宅部分の

全部が建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１０条第１号イ⑵及びロ 

 



５１ 

 

に定める基準に係るものである場合に限

る。） 当該非住宅部分の床面積の合計

についての次に掲げる場合の区分に応じ 

、それぞれ次に定める額 

 

ア ３００平方メートル以内の場合 ９

５，０００円 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １２１，

０００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １５

９，３００円 

 

エ ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内の場合 ２５

７,９００円 

 

オ ５，０００平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内の場合 ３ 

３６，８００円 

 

カ １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内の場合 

４０４，７００円 

 

キ ２５，０００平方メートルを超える

場合 ４７４，８００円 

 

⑶ 非住宅部分がある場合（前号に規定す

る場合を除く。） 当該非住宅部分の床

面積の合計についての次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ア ３００平方メートル以内の場合 ２

４８，４００円 

ア ３００平方メートル以内の場合 ２

６１，６００円 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ３１１，

２００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ４０

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ４１７，



５２ 

 

１，８００円 １００円 

エ ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内の場合 ５７

３，４００円 

ウ ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内の場合 ５９

３，６００円 

オ ５，０００平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内の場合 ７ 

０６，３００円 

エ ５，０００平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内の場合 ７ 

２８，０００円 

カ １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内の場合 

８３４，９００円 

オ １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内の場合 

８５８，１００円 

キ ２５，０００平方メートルを超える

場合 ９５２，４００円 

カ ２５，０００平方メートルを超える

場合 ９７９，４００円 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の部低炭素建築物基準適合性確認機関が

認めた場合等の項金額の欄⑵に規定する建

築物全体又は建築物全体及び住戸に係るも

のの手数料について、次に掲げる場合には 

、当該手数料の額にそれぞれ次に定める額

を加算する。 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の項に規定する都市の低炭素化の促進に

関する法律第５４条第１項各号に掲げる基

準に適合すると市長が定める機関が認めた

場合の金額の欄⑵中建築物全体又は建築物

全体及び住戸に係るものの手数料について 

、次に掲げる場合には、それぞれ次に定め

る額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １０，７

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １７ 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １７，５



５３ 

 

，５００円 ００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考３⑴ア

からキまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考３⑴アからキまでに定める

額 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考３⑴ア

からカまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考３⑴アからカまでに定める

額 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の部に規定するその他の場合の項金額の

欄⑵に規定する建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、当該手数料の額にそれ

ぞれ次に定める額を加算する。 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の項に規定するその他の場合の金額の欄

⑵中建築物全体又は建築物全体及び住戸に

係るものの手数料について、次に掲げる場

合には、それぞれ次に定める額を加算する 

 。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ７６，６

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １０

０，７００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １００，

７００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 



５４ 

 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵  非住宅部分がある場合（非住宅部分の 

全部が建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１０条第１号イ⑵及びロ

⑵に定める基準に係るものである場合に

限る。） 当該非住宅部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

 

ア ３００平方メートル以内の場合 ４

８，６００円 

 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ６２，３

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ８２ 

，６００円 

 

エ ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内の場合 １３

７，７００円 

 

オ ５，０００平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内の場合 １

８２，３００円 

 

カ １０，０００平方メートルを超え２ 

５，０００平方メートル以内の場合 

２１９，９００円 

 

キ ２５，０００平方メートルを超える

場合 ２５９，３００円 

 

⑶  非住宅部分がある場合（前号に規定

する場合を除く。） 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ア ３００平方メートル以内の場合 １

２５，２００円 

ア ３００平方メートル以内の場合 １

３１，９００円 
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イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １５７，

４００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ２０

３，８００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ２１１，

５００円 

エ ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内の場合 ２９

５，５００円 

ウ ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内の場合 ３０

５，６００円 

オ ５，０００平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内の場合 ３

６７，１００円 

エ ５，０００平方メートルを超え１０ 

，０００平方メートル以内の場合 ３

７７，８００円 

カ １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内の場合 

４３５，０００円 

オ １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内の場合 

４４６，５００円 

キ ２５，０００平方メートルを超える

場合 ４９８，２００円 

カ ２５，０００平方メートルを超える

場合 ５１１，５００円 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第１２条第１項又は第１３条第２

項の規定に基づく建築物エネルギー消費性

能適合性判定手数料及び同法第１２条第２

項又は第１３条第３項の規定に基づく建築

物エネルギー消費性能適合性判定変更手数

料の部建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令第１条第１項第１号ロに定める

基準に係る建築物の項金額の欄に定める手

数料について、建築物の用途が工場、危険

物の貯蔵又は処理に供するもの、水産物の

増殖場又は養殖場、倉庫、卸売市場、火葬

場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その

他これらに類するもの（以下「工場等」と

いう。）である場合における手数料の額は 

、同欄に規定する手数料に係る建築物の区

分にかかわらず、建築物エネルギー消費性

 



５６ 

 

能基準等を定める省令第１条第１項第１号

ロに定める基準に係る建築物の区分による

ものとし、当該手数料に係る床面積の合計

の区分に応じ、同欄に掲げる手数料の額の

２分の１に相当する額（その額に１００円

未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てて得た額）とする。 

６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行規則第１１条の規定に基づく

消費性能確保計画の軽微な変更に関する証

明書交付手数料の項金額の欄に規定する手

数料について、建築物の用途が工場等であ

る場合における当該手数料の額は、同欄の

規定にかかわらず、前項の規定により計算

して得た計画の変更に係る場合の額の２分

の１に相当する額（その額に１００円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てて得た額）とする。 

 

７ 建築物エネルギー消費性能向上計画に建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第３４条第３項各号に掲げる事項が記

載されている場合の他の建築物における建

築物エネルギー消費性能適合性判定手数料

について、当該建築物エネルギー消費性能

向上計画の認定及び当該他の建築物におけ

る建築物エネルギー消費性能適合性判定を

同様の評価の方法により行う場合の手数料

の額は、この表の建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律第３４条第１項の

規定に基づく建築物エネルギー消費性能向

上計画認定申請手数料の部建築物エネルギ

ー消費性能の向上に関する法律第３５条第

１項各号に掲げる基準に適合すると市長が

定める機関が認めた場合又は当該基準に適

合することを証する書類として市長が定め

 



５７ 

 

るものが添付されている場合（以下この部

及び次部において「計画適合性確認機関が

認めた場合等」という。）の款金額の欄の

規定により算出した額とする。 

８ 建築物エネルギー消費性能向上計画に建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第３４条第３項各号に掲げる事項が記

載されている場合の当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更に係る他の建築物

における建築物エネルギー消費性能確保計

画の変更に係る建築物エネルギー消費性能

適合性判定手数料について、当該建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の認定及び当該

他の建築物における建築物エネルギー消費

性能適合性判定を同様の評価の方法により

行った場合の手数料の額は、この表の建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律第３６条第１項の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上計画変更認定申請手

数料の部の計画適合性確認機関が認めた場

合等の款金額の欄の規定により算出した額

とする。 

 

９ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３４条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の部建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第３５条第１項各号に掲

げる基準に適合すると市長が定める機関が

認めた場合又は当該基準に適合することを

証する書類として市長が定めるものが添付

されている場合（以下この部及び次部にお

いて「計画適合性確認機関が認めた場合等 

」という。）の款金額の欄⑵に規定する建

築物全体又は建築物全体及び住戸に係るも

のの手数料について、次に掲げる場合には 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の項に規定する計画適合性確認機関

が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物全体

又は建築物全体及び住戸に係るものの手数

料について、次に掲げる場合には、それぞ

れ次に定める額を加算する。 



５８ 

 

、当該手数料の額にそれぞれ次に定める額

を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １７，９

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ２

９，１００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ２９，１

００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考９⑴ア

からキまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考９⑴アからキまでに定める

額 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考５⑴ア

からカまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考５⑴アからカまでに定める

額 

１０ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３４条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申

請手数料の部その他の場合の款建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令第１条

第１項第２号イ⑴及びロ⑴に定める基準に

係るものの項金額の欄⑵に規定する建築物

全体又は建築物全体及び住戸に係るものの

手数料について、次に掲げる場合には、当

該手数料の額にそれぞれ次に定める額を加

６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の部に規定するその他の場合の款に

規定する建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１条第１項第２号イ⑴及び

ロ⑴に定める基準に係るものの項に規定す

る金額の欄⑵中建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、それぞれ次に定める額
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算する。 を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １４９，

７００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １９

５，５００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １９５，

５００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ロ及び第１０条第１号イ⑵及びロ⑵に

定める基準に係るものの申請をする場合

に限る。）がある場合 当該非住宅部分

の床面積の合計についての次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ロ及び第８条第１号イ⑵に定める基準

に係るものの申請をする場合に限る。）

がある場合 当該非住宅部分の床面積の

合計についての次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １２１，

０００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １５

９，３００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １５９，

３００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 
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オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑶ 非住宅部分（その他のものの申請をす

る場合に限る。）がある場合 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

⑶ 非住宅部分（その他のものの申請をす

る場合に限る。）がある場合 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ３１１，

２００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ４０

１，８００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ４０１，

８００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

１１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３４条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申

請手数料の部に規定する手数料について、

建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第３４条第１項の規定による認定の

申請に係る建築物エネルギー消費性能向上

計画に同条第３項各号に掲げる事項が記載

されている場合における当該手数料の額は 

、当該建築物エネルギー消費性能向上計画

に係る同項に規定する申請建築物及び他の

建築物の各建築物についてそれぞれ別の申

請があったものとみなしてこの表によりそ

れぞれ算出した建築物エネルギー消費性能

向上計画認定申請手数料の額に相当する額

７ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の項に規定する手数料について、建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第２９条第１項の規定による認定の申

請に係る建築物エネルギー消費性能向上計

画に同条第３項各号に掲げる事項が記載さ

れている場合における当該手数料の額は、

当該建築物エネルギー消費性能向上計画に

係る同項に規定する申請建築物及び他の建

築物の各建築物についてそれぞれ別の申請

があったものとみなしてこの表により算出

した建築物エネルギー消費性能向上計画認

定申請手数料の額に相当する額を合算した
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を合算した額とする。 額とする。 

１２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部計画適合性確認機関が認

めた場合等の款金額の欄⑵に規定する建築

物全体又は建築物全体及び住戸に係るもの

の手数料について、次に掲げる場合には、

当該手数料の額にそれぞれ次に定める額を

加算する。 

８ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３１条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の項に規定する計画適合性確認

機関が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物

全体又は建築物全体及び住戸に係るものの

手数料について、次に掲げる場合には、そ

れぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １０，７

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １７ 

，５００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １７，５

００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考１２⑴

アからキまでに掲げる場合の区分に応じ 

、それぞれ備考１２⑴アからキまでに定

める額 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考８⑴ア

からカまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考８⑴アからカまでに定める

額 

１３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

９ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３１条第１項の規定に基づく建
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建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部その他の場合の款建築物

エネルギー消費性能基準等を定める省令第

１条第１項第２号イ⑴及びロ⑴に定める基

準に係るものの項金額の欄⑵に規定する建

築物全体又は建築物全体及び住戸に係るも

のの手数料について、次に掲げる場合には 

、当該手数料の額にそれぞれ次に定める額

を加算する。 

築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の部に規定するその他の場合の

款に規定する建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第１項第２号イ⑴

及びロ⑴に定める基準に係るものの項に規

定する金額の欄⑵中建築物全体又は建築物

全体及び住戸に係るものの手数料について 

、次に掲げる場合には、それぞれ次に定め

る額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ７６，６

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １０

０，７００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １００，

７００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ロ及び第１０条第１号イ⑵に定める基

準に係るものの申請をする場合に限る。 

）がある場合 当該非住宅部分の床面積

の合計についての次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ロ及び第１０条第１号イ⑵に定める基

準に係るものの申請をする場合に限る。 

）がある場合 当該非住宅部分の床面積

の合計についての次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 
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イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ６２，３

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ８２ 

，６００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ８２，６

００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑶ 非住宅部分（その他のものの申請をす

る場合に限る。）がある場合 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

⑶ 非住宅部分（その他のものの申請をす

る場合に限る。）がある場合 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １５７，

４００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ２０

３，８００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ２０３，

８００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

１４ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部に規定する手数料につい

て、建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の変更の認定の

申請に係る建築物エネルギー消費性能向上

１０ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３１条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の項に規定する手数料につい

て、建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３１条第１項の変更の認定の

申請に係る建築物エネルギー消費性能向上
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計画に同法第３４条第３項各号に掲げる事

項が記載されている場合における当該手数

料の額は、当該変更後の建築物エネルギー

消費性能向上計画に係る同項に規定する申

請建築物及び他の建築物の各建築物（変更

がないものを除く。）についてそれぞれ別

の申請があったものとみなしてこの表によ

りそれぞれ算出した建築物エネルギー消費

性能向上計画変更認定申請手数料の額（当

該変更により建築物エネルギー消費性能向

上計画に新たに記載される建築物について

は、建築物エネルギー消費性能向上計画認

定申請手数料の額）に相当する額を合算し

た額とする。 

計画に同法第２９条第３項各号に掲げる事

項が記載されている場合における当該手数

料の額は、当該変更後の建築物エネルギー

消費性能向上計画に係る同項に規定する申

請建築物及び他の建築物の各建築物（変更

がないものを除く。）についてそれぞれ別

の申請があったものとみなしてこの表によ

り算出した建築物エネルギー消費性能向上

計画変更認定申請手数料の額（当該変更に

より建築物エネルギー消費性能向上計画に

新たに記載される建築物については、建築

物エネルギー消費性能向上計画認定申請手

数料の額）に相当する額を合算した額とす

る。 

１５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第４１条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申

請手数料の部基準適合性確認機関が認めた

場合等の款金額の欄⑵に規定するものの手

数料について、次に掲げる場合には、当該

手数料の額にそれぞれ次に定める額を加算

する。 

１１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申

請手数料の項に規定する基準適合性確認機

関が認めた場合等の金額の欄⑵に係るもの

の手数料について、次に掲げる場合には、

それぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １７，９

００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ２９ 

，１００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ２９，１

００円 
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エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考１５⑴

アからキまでに掲げる場合の区分に応じ 

、それぞれ備考１５⑴アからキまでに定

める額 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考１１⑴

アからカまでに掲げる場合の区分に応じ 

、それぞれ備考１１⑴アからカまでに定

める額 

１６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第４１条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申

請手数料の部その他の場合の款建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令第１条

第１項第２号イ⑵又は⑶及びロ⑵又は⑶に

定める基準に係るものの項金額の欄⑵及び

その他のものの項金額の欄⑵に規定するも

のの手数料について、次に掲げる場合には 

、当該手数料の額にそれぞれ次に定める額

を加算する。 

１２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申

請手数料の部に規定するその他の場合の款

に規定する建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第１条第１項第２号イ⑵又

は⑶及びロ⑵又は⑶に定める基準に係るも

のの項に規定する金額の欄⑵及びその他の

ものの項に規定する金額の欄⑵に係るもの

の手数料について、次に掲げる場合には、

それぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １４９，

７００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １９

５，５００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １９５，

５００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 
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オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ロ及び第１０条第１号イ⑵に定める基

準に係るものの申請をする場合に限る。 

）がある場合 当該非住宅部分の床面積

の合計についての次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ロ及び第１０条第１号イ⑵に定める基

準に係るものの申請をする場合に限る。 

）がある場合 当該非住宅部分の床面積

の合計についての次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 １２１，

０００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 １５

９，３００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 １５９，

３００円 

エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 

⑶ 非住宅部分（その他のものの申請をす

る場合に限る。）がある場合 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

⑶ 非住宅部分（その他のものの申請をす

る場合に限る。）がある場合 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ ３００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内の場合 ３１１，

２００円 

 

ウ １，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内の場合 ４０

１，８００円 

イ ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内の場合 ４０１，

８００円 
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エ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

オ ＜省略＞ エ ＜省略＞ 

カ ＜省略＞ オ ＜省略＞ 

キ ＜省略＞ カ ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の規定は、施行の日（以下「施行日」という。  

）以後に申請するものについて適用し、施行日前に申請したものについ

ては、なお従前の例による。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律（平成２７年法律第５３号）の一部改正等に伴い、瀬戸市手数料徴収条

例中所要の事項を改正するため必要があるからである。  
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３年市長提出第１２号議案  

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制  

限に関する条例の制定について  

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例を次のように定めるものとする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制  

限に関する条例  

（趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法  

」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、名古屋都市計画八床

工業用地地区計画の区域内における建築物に関する制限に関し必要な事

項を定めるものとする。  

（適用区域）  

第２条 この条例は、市長が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２０条第１項の規定により告示する名古屋都市計画八床工業用地地区計

画（以下「地区計画」という。）の区域内において適用する。  

（地区の区分及び名称）  

第３条 この条例における地区の区分及び名称は、地区計画の計画図に表

示するところによる。  

（建築物の用途の制限）  

第４条 第２条に規定する地区計画の区域内においては、別表に掲げる建

築物は、建築してはならない。  

２ 法第３条第２項の規定により前項の規定の適用を受けない建築物につ
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いて、次に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、

法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前項の規定は、

適用しない。  

⑴ 増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により前項の規定の

適用を受けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続

き前項の規定（当該規定が改正された場合においては、改正前の規定

を含む。）の適用を受けない期間の始期をいう。以下この項において

同じ。）における敷地内におけるものであり、かつ、増築後又は改築

後における延べ面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対して

それぞれ法第５２条第１項、第２項又は第３項及び法第５３条の規定

に適合すること。  

⑵ 増築後の床面積の合計が基準時における床面積の合計の１．２倍を

超えないこと。  

⑶ 前項の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の増築後の床面

積の合計が基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超え

ないこと。  

（建築物の容積率の最高限度）  

第５条 建築物の容積率（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をい

う。）は、１０分の２０以下でなければならない。  

２ 前項に規定する建築物の延べ面積の算定については、法及び建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の規定の例による。  

（建築物の建蔽率の最高限度）  

第６条 建築物の建蔽率（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合をい

う。）は、１０分の６以下でなければならない。  

（建築物の敷地面積の最低限度）  
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第７条 建築物の敷地面積は、３，０００平方メートル以上でなければな

らない。  

２ 前項の規定は、法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による

建築物の敷地面積の減少により、当該事業の施行の際現に建築物の敷地

として使用されている土地で前項の規定に適合しなくなるもの及び当該

事業の施行の際現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地

として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、

その全部を一の敷地として使用する場合においては、適用しない。  

（壁面の位置の制限）  

第８条 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離

（以下「後退距離」という。）は、４メートル以上でなければならない。  

２ 前項の規定は、管理（守衛）室、自転車置場その他これらに類する用

途に供し、軒の高さが３メートル以下、かつ、後退距離の限度に満たな

い部分の床面積の合計が１５平方メートル以下の建築物である場合は、

適用しない。  

（建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合の措置）  

第９条 建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合は、当該建築

物又は当該敷地の全部について、第４条から前条までの規定を適用する。  

 （公益上必要な建築物の特例）  

第１０条  市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したも

のについては、その許可の範囲内において、この条例の規定は、適用し

ない。  

 （委任）  

第１１条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

 （罰則）  
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第１２条  次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処

する。  

⑴ 第４条第１項又は第７条第１項の規定に違反した場合における当該

建築物の建築主  

⑵ 法第８７条第２項において準用する第４条第１項の規定に違反した

場合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者  

⑶ 建築物を建築した後に当該建築物の敷地を分割したことにより、第  

７条第１項の規定に違反することとなった場合における当該敷地の所

有者、管理者又は占有者  

⑷ 第５条第１項、第６条又は第８条第１項の規定に違反した場合にお

ける当該建築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は

設計図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築物の

工事施工者）  

２ 前項第４号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主

の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほ

か、当該建築主に対し同項の罰金刑を科する。  

第１３条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者が、その法人又は人の業務に関して、前条の違反行為をしたときは、

その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科す

る。 

附 則 

この条例は、名古屋都市計画八床工業用地地区計画に係る都市計画法第

２０条第１項の規定に基づく告示の日から施行する。  

 

別表（第４条関係）  
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建築してはならない建築物  

 次に掲げる建築物以外の建築物  

１ 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準 

である日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ－製造業に属する工場及びそ

れに関連する研究開発施設  

２ 物流施設（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成１

７年法律第８５号）第２条第１号に規定する流通業務の用に供するもの

をいう。）  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内

において、周辺の自然環境と調和した緑豊かな工業地の形成を図るため、

建築物の制限に関する条例を制定するため必要があるからである。  
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名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における建築物の制

限に関する条例案要綱  

この条例は、名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内における

建築物の制限をするに当たり、おおむね次の事項を定めようとするもの

である。  

第１ 適用区域、地区の区分及び名称について  

   この条例による適用区域は、名古屋都市計画八床工業用地地区計画  

（以下「地区計画」という。）の区域内とし、地区の区分及び名称は、  

地区計画の計画図に表示するところによるもの。（第２条及び第３条

関係）  

第２ 建築物の用途の制限について  

   地区計画の区域内に建築してはならない建築物のほか、建築物の容

積率及び建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度並びに建築

物の外壁等の後退距離について定めるもの。（第４条から第８条まで

関係）  

第３ 罰則について  

   建築物の用途の制限の規定に違反した場合における建築主等に対す

る罰則を定めるもの。（第１２条及び第１３条関係）  

第４ その他  

   その他所要の事項を規定し、施行期日を地区計画に係る都市計画法

（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の規定に基づく告示の

日とするもの。  
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名古屋都市計画八床工業用地地区計画の概要 

 

名  称 八床工業用地地区計画 

位  置 瀬戸市八床町の一部 

面  積  約２５．４ｈａ   

地区計画の目標 

当地区では、交通利便性に優れたゴルフ場跡地

という既存ストックの有効利用を図りつつ、地区

計画を定めることにより、周辺の自然環境と調和

した緑豊かな工業地の形成を図ることを目標とす

る。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

土地利用の方針 

周辺の自然環境と調和し、生産拠点として良好

な工業地の環境を維持、保全するため、建築物等の

規制・誘導を図る。 

地区施設の 

整備の方針 

優良な工業地を形成するため、造成事業により

整備される緑地、調整池機能が損なわないよう維

持・保全を図る。 

建築物の 

整備の方針 

土地利用の方針に従い、良好な工業地としての

環境を形成するため、建築物の用途の制限、建築物

の容積率の最高限度、建築物の建蔽率の最高限度、

建築物の敷地面積の最低限度及び壁面の位置の制

限を定める。 

その他当該地区の 

整備・開発及び 

保全に関する方針 

緑豊かな工業地の環境の向上及び周辺の自然環

境との調和を図るため、周辺に配慮した緩衝緑地

帯を配置する。 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

に

関

す

る

事

項 

建築物の 

用途の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築しては

ならない。 

１ 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第

９項に規定する統計基準である日本標準産業

分類に掲げる大分類Ｅ－製造業に属する工場

及びそれに関連する研究開発施設 

２ 物流施設（流通業務の総合化及び効率化の

促進に関する法律（平成１７年法律第８５号）

第２条第１号に規定する流通業務の用に供す

るものをいう。） 

建築物の容積率

の最高限度 
２０／１０ 

建築物の建蔽率

の最高限度 
６／１０ 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

３，０００㎡ 

壁面の位置の 

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷

地境界線までの距離（以下「後退距離」という。）

は、４ｍ以上でなければならない。 

ただし、管理（守衛）室、自転車置場その他こ

れらに類する用途に供し、軒の高さが３ｍ以下、

かつ、後退距離の限度に満たない部分の床面積

の合計が 1５㎡以下であるものを除く。 

土地の利用に 

関する事項 

地区施設の緑地は、その用途以外に利用して

はならない。また、地区施設の緑地の木竹は、

伐採してはならない。ただし、次に掲げる行為

はこの限りでない。 

１ 非常災害のため必要な応急措置として行う

行為 

２ 除伐、間伐、整枝等木竹の保育のために通

常行われる木竹の伐採 

３ 枯損した木竹又は危険な木竹の伐採 

４ 仮植した木竹の伐採 

５ 測量、実地調査又は施設の保守の支障とな

る木竹の伐採 

 

「区域は計画図表示のとおり」 
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３年市長提出第１３号議案  

倒木による物損事故に係る損害賠償の額の決定及び和解について  

本市が当事者である倒木による物損事故について、次によりその損害賠

償の額を決定し、和解するものとする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 事故の概要  

  令和２年１１月２１日原山台８丁目地内おいて、相手方軽乗用自動車

が市道を走行中、隣接する市管理地である緑地の樹木が倒れ、当該車両

が損傷した物損事故  

２ 損傷の状況  

  ルーフ、フロントガラス、右前方ピラー及び左側面の損傷  

３ 損害賠償の額  

  ６０５，１００円  

４ 和解の要旨  

⑴ 本市と相手方は、本件事故に係る損害が上記３の金額６０５，１０  

０円であること及び同金員は全て本市において支払済みであることを  

認める。  

⑵ 本市と相手方は、本件事故に基づく損害に関し、本和解に定めるも

ののほか、何らの債権債務のないことを相互に確認する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、本市が当事者である倒木による物損事故に係る

損害賠償の額を決定し、及び和解するに当たり、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、議会
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の議決を求めるため必要があるからである。  
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３年市長提出第１４号議案  

瀬戸市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部改正について  

瀬戸市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように定めるものとする。  

令和３年２月１８日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例  

瀬戸市市道の構造の技術的基準を定める条例（平成２４年瀬戸市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（車線の分離等） （車線の分離等） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

２から５まで ＜省略＞ ２から５まで ＜省略＞ 

６ 分離帯に路上施設を設ける場合においては、

当該中央帯の幅員は、令第４２条第１項におい

て準用する令第１２条の建築限界を勘案して定

めるものとする。 

６ 分離帯に路上施設を設ける場合においては、

当該中央帯の幅員は、令第４１条第１項におい

て準用する令第１２条の建築限界を勘案して定

めるものとする。 

（自転車道） （自転車道） 

第９条 ＜省略＞ 第９条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 自転車道に路上施設を設ける場合においては 

、当該自転車道の幅員は、令第４２条第１項に

おいて準用する令第１２条の建築限界を勘案し

て定めるものとする。 

４ 自転車道に路上施設を設ける場合においては 

、当該自転車道の幅員は、令第４１条第１項に

おいて準用する令第１２条の建築限界を勘案し

て定めるものとする。 

５ ＜省略＞ ５ ＜省略＞ 

（交通安全施設） （交通安全施設） 

第３２条 交通事故の防止を図るため必要がある第３２条 交通事故の防止を図るため必要がある
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場合においては、横断歩道橋等、自動運行補助

施設、柵、照明施設、視線誘導標、緊急連絡施

設その他これらに類する施設で規則に定めるも

のを設けるものとする。 

場合においては、横断歩道橋等、柵、照明施設 

、視線誘導標、緊急連絡施設その他これらに類

する施設で規則に定めるものを設けるものとす

る。 

（自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路） （自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路） 

第４１条 ＜省略＞ 第４１条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路に

路上施設を設ける場合においては、当該自転車

専用道路又は自転車歩行者専用道路の幅員は、

令第４２条第１項において準用する令第３９条

第４項の建築限界を勘案して定めるものとす

る。 

３ 自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路に

路上施設を設ける場合においては、当該自転車

専用道路又は自転車歩行者専用道路の幅員は、

令第４１条第１項において準用する令第３９条

第４項の建築限界を勘案して定めるものとす

る。 

４及び５ ＜省略＞ ４及び５ ＜省略＞ 

（歩行者専用道路） （歩行者専用道路） 

第４２条 ＜省略＞ 第４２条 ＜省略＞ 

２ 歩行者専用道路に路上施設を設ける場合にお

いては、当該歩行者専用道路の幅員は、令第４

２条第１項において準用する令第４０条第３項

の建築限界を勘案して定めるものとする。 

２ 歩行者専用道路に路上施設を設ける場合にお

いては、当該歩行者専用道路の幅員は、令第４

１条第１項において準用する令第４０条第３項

の建築限界を勘案して定めるものとする。 

３及び４ ＜省略＞ ３及び４ ＜省略＞ 

（歩行者利便増進道路）  

第４３条 歩行者利便増進道路に設けられる歩道

若しくは自転車歩行者道又は歩行者利便増進道

路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者

専用道路には、歩行者の滞留の用に供する部分

を設けるものとする。 

 

２ 前項に規定する部分には、歩行者利便増進施

設等の適正かつ計画的な設置を誘導する必要が

あるときは、歩行者利便増進施設等を設置する

場所を確保するものとする。この場合において 

、必要があると認めるときは、当該場所に街灯 

、ベンチその他の歩行者の利便の増進に資する

工作物、物件又は施設を設けるものとする。 
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３ 歩行者利便増進道路（高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年

法律第９１号）第１０条第１項に規定する新設

特定道路を除く。）は、同項に規定する道路移

動等円滑化基準に適合する構造とするものとす

る。 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）の一

部改正に伴い、瀬戸市市道の構造の技術的基準を定める条例中所要の事項

を改正するため必要があるからである。  
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３年市長提出第１５号議案 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和３年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

通番 路線番号  路 線 名 
起 点 

終 点 

１ ０１０６７  下陣屋１２号線  
下陣屋町３０番７地先 

下陣屋町３０番１０地先  

２ ０１０６８  
下陣屋小金１号

線 

下陣屋町１７３番９地先  

小金町１４７番６地先 

３ ０１０６９  
下陣屋小金２号

線 

下陣屋町１５７番２０地先  

小金町１４７番２５地先  

４ ０２０４１  深川２号線  
深川町９番地先  

深川町１１番２地先 

５ ０２０４２  泉３号線  
泉町６番２地先  

泉町６番８地先  

６ ０３０７５  東拝戸７号線  
東拝戸町７３番１７５地先  

東拝戸町７３番２地先 

７ ０３０７６  
東拝戸団地１４

号線 

東拝戸町９８番６地先 

東拝戸町９８番２６地先  
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８ ０４１１４  窯元７号線  
窯元町１６６番３地先 

窯元町１５９番２８地先  

９ ０４１１５  窯元８号線  
窯元町１５９番２７地先  

窯元町１６６番４地先 

１０ ０５０８０  西郷３号線  
西郷町１００番４地先 

西郷町１００番８地先 

１１ ０６１０３  水無瀬２１号線  
水無瀬町３３番８地先 

水無瀬町３３番３地先 

１２ ０７１２７  見付１６号線  
見付町６２番１地先 

見付町６２番６地先 

１３ ０７１２８  見付１７号線  
見付町６４番１４地先 

見付町６４番１０地先 

１４ ０７１２９  見付１８号線  
見付町６７番８地先 

見付町６７番１１地先 

１５ ０７１３０  見付１９号線  
見付町８８番５地先 

見付町８８番１０地先 

１６ ０７１３１  北浦１号線  
北浦町３丁目１１番５地先  

北浦町３丁目１１番２地先  

１７ ０７１３２  川端２号線  
川端町３丁目２５番５地先  

川端町３丁目２５番４地先  

１８ ０７１３３  城ケ根１７号線  
城ケ根町４７番２５１地先  

城ケ根町４７番１３地先  
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１９ ０７１３４  美濃池６号線  
美濃池町１１番２地先 

美濃池町１１番５地先 

２０ ０８２７４  汗干２号線  
汗干町４６番１１地先 

汗干町４６番６地先 

２１ ０８２７５  北脇１０号線  
北脇町２番２地先  

北脇町１番４地先  

２２ ０８２７６  山手２４号線  
山手町７６番３地先 

山手町８８番１５地先 

２３ ０８２７７  山手２５号線  
山手町１５５番６地先 

山手町１５５番９地先 

２４ ０８２７８  北山７号線  
北山町１５３番６地先 

北山町１５３番１０地先  

２５ ０９１７０  小金３号線  
小金町１１５番７地先 

小金町１４０番７地先 

２６ ０９１７１  小金４号線  
小金町１１４番１１地先 

小金町１２２番２地先 

２７ ０９１７２  小金５号線  
小金町１２２番６地先 

小金町１３９番地先 

２８ ０９１７３  小金６号線  
小金町１２５番５地先 

小金町１３６番地先 

２９ ０９１７４  進陶小金２号線  
進陶町１４７番６２地先  

小金町１２５番３地先 
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３０ ０９１７５  西松山２６号線  
西松山町２丁目１９０番地先  

西松山町２丁目１９４番地先  

３１ ０９１７６  上松山２３号線  
上松山町２丁目２５１番地先  

上松山町２丁目２４７番地先  

３２ １１２２６  八床１号線  
八床町９５番５地先 

八床町９３番３地先 

３３ １１２２７  品野４９号線  
品野町３丁目４３３番８地先  

品野町３丁目４３７番７地先  

３４ １１２２８  品野５０号線  
品野町３丁目４７１番８地先  

品野町３丁目４７７番３地先  

３５ １１２２９  品野５１号線 
品野町３丁目４７３番１地先  

品野町３丁目４７１番５地先  

３６ １１２３０  品野５２号線 
品野町３丁目１１１番地先  

品野町３丁目４３９番２９地先  

３７ １１２３１  品野５３号線 
品野町３丁目４３９番２０地先  

品野町３丁目４３９番１７地先  

３８ １１２３２  品野５４号線 
品野町３丁目４３９番４地先  

品野町３丁目４３９番７地先  

３９ １１２３３  品野窯町４号線  
品野町３丁目４３９番３１地先  

窯町４３６番３地先 

４０ １１２３４  北丘１号線  
北丘町２４３番６地先 

北丘町１６８番８地先 
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４１ １１２３５  北丘２号線 
北丘町２２８番１地先 

北丘町２４０番１地先 

４２ １１２３６  北丘３号線 
北丘町２５７番１地先 

北丘町２５４番３地先 

４３ １１２３７  北丘４号線 
北丘町２４２番５地先 

北丘町２５６番１地先 

４４ １１２３８  北丘５号線 
北丘町２５７番１地先 

北丘町２５７番１３地先  

４５ １１２３９  窯町２０号線  
窯町４３５番７地先 

窯町４３５番１１地先 

４６ １１２４０ 窯町２１号線 
窯町５７４番２７地先 

窯町４４３番１地先 

４７ １１２４１ 窯町２２号線 
窯町４５８番２３地先 

窯町４５８番４３地先 

４８ １１２４２ 窯町２３号線 
窯町４６５番１地先 

窯町５２３番１地先 

４９ １１２４３  窯町２４号線 
窯町４６９番３地先 

窯町４６９番９地先 

５０ １１２４４  窯町２５号線 
窯町５２３番６地先 

窯町５２３番１０地先 

５１ １１２４５  窯町２６号線 
窯町４８１番１６地先 

窯町４８２番３地先 
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５２ １１２４６  窯町２７号線 
窯町４９２番６地先 

窯町４８５番９地先 

５３ １１２４７  窯町２８号線 
窯町４９２番５地先 

窯町４９９番１地先 

５４ １２５１９  赤重１０号線  
赤重町６８番１４地先 

赤重町６８番９地先 

５５ １２５２０  赤重１１号線  
赤重町４６５番地先 

赤重町３７番２地先 

５６ １２５２１  幡野３０号線  
幡野町３１２番２地先 

幡野町３１３番１２地先 

５７ １２５２２  幡野３１号線 
幡野町３２７番２地先 

幡野町３２６番１地先 

５８ １２５２３  幡野３２号線 
幡野町３２９番４５地先 

幡野町８１番１１７地先 

５９ １２５２４  原山１９号線  
原山町１５５番１地先 

原山町１５５番３地先 

６０ １２５２５  坂上１２号線  
坂上町１９５番１地先 

坂上町１９４番１地先 

６１ １２５２６  坊金９号線  
坊金町１７２番２６地先  

坊金町１７２番１９地先 

６２ １２５２７  坊金１０号線 
坊金町１６９番２３地先  

坊金町１６９番３８地先  
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６３ １２５２８  坊金１１号線 
坊金町１７１番２地先 

坊金町１９５番１４地先  

６４ １２５２９  坊金１２号線 
坊金町１６９番８４地先  

坊金町１６９番８２地先  

６５ １２５３０  坊金１３号線 
坊金町１６９番５５地先  

坊金町１６８番３地先 

６６ １２５３１  
山の田坊金１号

線 

山の田町１６７番７地先  

坊金町１６９番５２地先  

６７ １２５３２  山の田６号線 
山の田町１５５番４地先 

山の田町１６６番１４地先  

６８ １２５３３  山の田７号線 
山の田町１５５番１５地先  

山の田町１５５番２３地先  

６９ １２５３４  山の田８号線 
山の田町４３番１８６地先  

山の田町４３番３８９地先  

７０ １２５３５  山の田９号線 
山の田町１７６番２２地先  

山の田町１７６番１７地先  

７１ １２５３６  福元５号線  
福元町１３６番５地先 

福元町１３６番３地先 

７２ １２５３７  瀬戸口９号線  
瀬戸口町１５１番２地先 

瀬戸口町１５１番６地先 

７３ １２５３８  瀬戸口１０号線  
瀬戸口町１６１番４地先 

瀬戸口町１６１番７地先  



８９ 

 

 

７４ １２５３９  幡山７号線  
幡山町４３番５地先 

幡山町４１番１地先 

７５ １２５４０  幡山８号線  
幡山町５９番２地先 

幡山町５９番１０地先 

７６ １２５４１  幡山９号線  
幡山町９２番１地先 

幡山町９１番３地先 

７７ １２５４２  東菱野８号線  
東菱野町４番６地先 

東菱野町４番１０地先 

７８ １２５４３  東菱野９号線  
東菱野町１２６番４地先 

東菱野町１２６番９地先 

７９ １２５４４  東菱野１０号線  
東菱野町１２５番１地先 

東菱野町１２５番７地先  

８０ １２５４５  西米泉１２号線  
西米泉町１６４番１２地先  

西米泉町１６４番６地先  

８１ １２５４６  今林１１号線  
今林町１８４番３地先 

今林町１８６番１地先 

８２ １２５４７  石田１７号線  
石田町２０３番１地先 

石田町２０３番５地先 

８３ １２５４８  石田１８号線  
石田町３１５番２地先 

石田町３１４番３地先 

８４ １２５４９  池田１６号線  
池田町３３番２地先 

池田町３３番７地先 



９０ 

 

 

８５ １２５５０  池田１７号線  
池田町６２番１地先 

池田町６１番３地先 

８６ １２５５１  池田１８号線  
池田町９８番２地先 

池田町９８番５地先 

８７ １２５５２  池田１９号線  
池田町１０３番１３地先 

池田町１０３番１０地先 

８８ １２５５３  池田２０号線  
池田町２２６番１地先 

池田町２２６番１０地先 

８９ １２５５４  池田２１号線  
池田町２０４番１地先 

池田町２０４番３地先 

９０ １２５５５  池田２２号線  
池田町１２１番２地先 

池田町１２１番７地先 

９１ １２５５６  池田２３号線  
池田町１２３番１地先 

池田町１２３番７地先 

９２ １２５５７  矢形８号線  
矢形町９２番３地先 

矢形町９２番１０地先 

９３ １２５５８  矢形９号線  
矢形町１９０番１地先 

矢形町１９０番４地先 

９４ １２５５９  柳ケ坪９号線 
柳ケ坪町３７番１地先 

柳ケ坪町３７番５地先 

９５ １２５６０  柳ケ坪１０号線  
柳ケ坪町７８番１０地先  

柳ケ坪町７８番５地先 



９１ 

 

 

９６ １２５６１  八幡７号線  
八幡町３７番１地先 

八幡町４６番９地先 

９７ １２５６２  八幡８号線  
八幡町３８番３地先 

八幡町４５番２地先 

９８ １２５６３  若宮１４号線  
若宮町３丁目１３２番１地先  

若宮町３丁目１３２番５地先  

９９ １２５６４  山口駅前線  
山口町２７２番地先 

田中町１９番１地先 

１００ １２５６５  田中７号線  
田中町７番１５地先 

田中町７番１１地先 

１０１ １２５６６  田中８号線 
田中町６１番１地先 

田中町６１番６地先 

１０２ １２５６７  田中９号線 
田中町２３０番９地先 

田中町２３０番６地先 

１０３ １２５６８  大坪６号線  
大坪町２４３番１地先 

大坪町２４４番地先 

 



９２ 

 

３年市長提出第１６号議案 

   市道路線の変更について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定に基づき、

市道の路線を次のように変更することについて、同条第３項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和３年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德 

通番 路線番号  路 線 名 
起 点 

終 点 

１ ０１０１３  下陣屋小金線  

前 
下陣屋町１７６番１地先  

小金町１２０番１地先 

後 
下陣屋町１７６番１地先  

小金町１４７番３６地先  

２ ０２０４１  須原３号線  

前 
須原町１０９番７０地先  

須原町１０９番７５地先  

後 
須原町１０９番６３地先 

須原町１０９番７５地先  

３ ０６０６０  水無瀬５号線  

前 
水無瀬町４３番４地先 

水無瀬町３７番２地先 

後 
水無瀬町４３番４地先 

水無瀬町１５番地先 

  

 

 

 

  



９３ 

 

４ ０６０６５  水無瀬１０号線  

前 
水無瀬町１０６番地先 

水無瀬町１２０番７地先  

後 
水無瀬町１０６番地先 

水無瀬町１１９番８地先  

５ ０６０７４  新郷水無瀬２号線  

前 
新郷町６８番地先  

水無瀬町１８３番１地先  

後 
新郷町６８番地先  

見付町９１番６地先 

６ １１２１４  窯町１３号線  

前 
窯町４３６番１地先 

窯町４３６番２５地先 

後 
窯町４３６番１地先 

窯町４３５番７地先 

７ １１２２０  窯町１５号線  

前 
五位塚町１１番５８８地先  

窯町４８１番３９地先 

後 
五位塚町１１番５８８地先  

窯町４８１番７地先 

８ １２１７７  坊金１号線  

前 
坊金町２９８番１地先 

坊金町２４３番地先 

後 
坊金町２９８番１地先 

坊金町１８７番１９地先  

９ １２１７９  坊金３号線  

前 
坊金町３３６番２地先 

坊金町２０９番４地先 

後 
坊金町３３６番２地先 

坊金町１６９番１８地先  
 


